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万国郵便条約の施行規則改正に伴う国際郵便約款

の変更の認可 

（諮問第1204号） 

 



＠諮 問第 1 2 0 4号

令和2年1 1月1 3日

情報通信行政・郵政行政審議会

会長 多賀谷 一照 殿

諮 問 書

日本郵便株式会社（代表取締役社長 衣川 和秀）から、別添のとおり、

郵便法（昭和22年法律第165号。 以下「法」という。）第68条第1項の

規定に基づく郵便約款の変更の認可申請があった。

これについて審査した結果は、 別紙のとおりであり、申請内容は、同条

第2項各号の規定に適合していると認められる。よって、同条第1項の認

可をすることといたしたい。

上記について、 法第73条第1号の規定に基づき諮問する。

良太



別紙２ 

万国郵便条約等の改正に伴う国際郵便約款の変更認可申請 

審査結果 

日本郵便株式会社から認可申請のあった、万国郵便条約の施行規則（以下「条約等」とい

う。）の改正に伴う国際郵便約款の変更については、以下のとおり郵便法（昭和 22 年法律

第 165 号。以下「法」という。）第 68 条第２項の規定に適合していると認められることか

ら、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に

定められていること。 

（法第 68条第２項第１号） 

イ この法律又はこの法律に基

づく総務省令の規定により郵

便約款で定めることとされて

いる事項

適 今回の国際郵便約款の変更は、今般の万国

郵便条約の施行規則の改正内容を適切に反

映したものであり、適当であると認められ

る。 

ロ 郵便物の引受け、配達、転

送及び還付並びに送達日数に

関する事項

適 小形包装物の形状に係る基準の改正による

郵便物の引受け時の取扱いについては、万

国郵便条約の施行規則の規定に照らし適正

なものであることから、適当であると認め

られる。 

ハ 郵便に関する料金の収受に

関する事項

適 従前と同じ 

ニ その他会社の責任に関する

事項

適 従前と同じ 

特定の者に対し不当な差別的取扱

いをするものでないこと。 

（法第 68条第２項第２号） 

適 今回の国際郵便約款の変更内容は、全ての

利用者に適用されるものであり、特定の者

に対し不当な差別的取扱いをするものには

当たらないことから、適当であると認めら

れる。 



総務大臣

武田 良太 様

2020ー日国際第0120号

2 0 20年(9月3ク日

日本郵便株式会社

代表取締役社長 衣川 和

郵便約款の変更認可申請書

郵便法（昭和22年法律第16 5号）第68条第1項の規定に基づき、国際郵便約款の変更

の認可を受けたいので、 申請します。

1 国際郵便約款

別添新旧対照表のとおり。

2 実施期日

2021年1月1日

3 変更を必要とする理由

万国郵便条約の施行規則の一部が改正されるため。



1 

 
 

別添 

国際郵便約款新旧対照表 

※下線部分は改正部分 

現    行 改    正 

（通常郵便物の大きさ及び重量の制限） 

第１６条 通常郵便物の大きさ及び重量の制限は、次のとおりとします。 

 

 

 

通常郵便物の 

種    類 

大きさ 
重量 

最小限 最大限 

１ 書状 (1) 巻物体のもの 

長さと直径の２倍の合計 

１７センチメートル 

長さ １０センチメートル 

(2) (1)に規定する形状以外のもの 

長さ １４センチメートル 

幅 ９センチメートル 

（許容差は、(1)、(2)に規定するもの

それぞれ０．２センチメートル） 

（略） ２キログラム

以下 

２ （略） （略） （略） （略） 

３ 盲人用郵便物 書状に同じ。 書状に同

じ。 

７キログラム

以下 

４ 印刷物 ５キログラム

以下 

５ 小形包装物 

 

 

 

２キログラム

以下 

６ 優先郵便物又

は非優先郵便物

（外国来郵便物

に限る。） 

（通常郵便物の大きさ及び重量の制限） 

第１６条 通常郵便物の大きさ及び重量の制限は、次のとおりとします。 

 

 
 
 
   附 則（２０２０年１０月８日 2020-日国際第０１２０号） 

 
この改正規定は、２０２１年１月１日から実施します。 

通常郵便物の 

種    類 

大きさ 
重量 

最小限 最大限 

１ 書状 (1) 巻物体のもの 

長さと直径の２倍の合計 

１７センチメートル 

長さ １０センチメートル 

(2) (1)に規定する形状以外のもの 

長さ １４センチメートル 

幅 ９センチメートル 

（許容差は、(1)、(2)に規定するもの

それぞれ０．２センチメートル） 

（略） ２キログラム

以下 

２ （略） （略） （略） （略） 

３ 盲人用郵便物 書状に同じ。 書状に同

じ。 

７キログラム

以下 

４ 印刷物 ５キログラム

以下 

５ 小形包装物 

 

 

 

長さ １４．８センチメートル 

幅 １０．５センチメートル 

（許容差は、それぞれ０．２センチメ

ートル） 

２キログラム

以下 

６ 優先郵便物又

は非優先郵便物

（外国来郵便物

に限る。） 

書状に同じ。 
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郵便約款変更の認可について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ２ 年 １ １ 月 １ ３ 日 

総 務 省 
  







 
 

第３ 審査結果 

 

以下の通り郵便法の規定に適合したものと認められることから、認可する

ことが適当である。 

 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に

定められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 この法律又はこの法律に基づく

総務省令の規定により郵便約款

で定めることとされている事項 

適 今回の国際郵便約款の変更は、今般の万国

郵便条約の施行規則の改正内容を適切に反

映したものであり、適当であると認められ

る。 

 郵便物の引受け、配達、転送及

び還付並びに送達日数に関する

事項 

適 小形包装物の形状に係る基準の改正による

郵便物の引受け時の取扱いについては、万

国郵便条約の施行規則の規定に照らし適正

なものであることから、適当であると認め

られる。 

 郵便に関する料金の収受に関す

る事項 

適 従前と同じ 

 その他会社の責任に関する事項 適 従前と同じ 

特定の者に対し不当な差別的取扱

いをするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 今回の国際郵便約款の変更内容は、全ての

利用者に適用されるものであり、特定の者

に対し不当な差別的取扱いをするものには

当たらないことから、適当であると認めら

れる。 
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【参照条文】 

 

○ 郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号） 

 

第十一条（郵便に関する条約） 郵便に関し条約に別段の定めのある場合には、その

規定による。  

 

第六十八条（郵便約款） 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令

で定める軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認

可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると

きでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定めること

とされている事項 

ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

ニ その他会社の責任に関する事項 

二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

 

第七十三条（審議会等への諮問） 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国

家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で

政令で定めるものに諮問しなければならない。 

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認可をし

ようとするとき。  

二 第六十七条第二項第三号又は第七十条第三項第二号から第四号までの総務省令

を制定し、又は改廃しようとするとき。 

三 第七十一条の規定による命令をしようとするとき。  

 

 

○ 万国郵便条約の施行規則 

 

17-104 大きさの制限 

１ 郵便葉書、航空書簡及び小形包装物を除く郵便物の大きさの制限は、次のとおり

とする。 

1.1 最大限度 長さと幅と厚さとを合計して九〇〇ミリメートルとし、一辺の長さ

が六〇〇ミリメートルを超えないものとする（許容差は、それぞれ二ミリメート

ルとする。）。巻物については、長さと直径の二倍とを合計して一、〇四〇ミリメ

ートルとし、長さが九〇〇ミリメートルを超えないものとする（許容差は、それ

ぞれ二ミリメートルとする。）。 

（参考２） 



1.2 最小限度 長さ一四〇ミリメートル、幅九〇ミリメートル（許容差は、それぞれ

二ミリメートルとする。）を下回らない大きさの一面を有するものでなければな

らない。巻物については、長さと直径の二倍とを合計して一七〇ミリメートルと

し、長さが一〇〇ミリメートルを下回らないものとする。 

２ 郵便葉書の大きさの制限は、次のとおりとする。 

2.1 最大限度 困難なく取り扱うことができるように十分な耐力を有することを

条件として、長さ二三五ミリメートル、幅一二〇ミリメートル（許容差は、それ

ぞれ二ミリメートルとする。） 

2.2 最小限度 長さ一四〇ミリメートル、幅九〇ミリメートル（許容差は、それぞ

れ二ミリメートルとする。）。長さは、幅に二の平方根（近似値一・四）を乗じ

たもの以上でなければならない。 

３ 航空書簡の大きさの制限は、次のとおりとする。 

3.1 最大限度 長さ二二〇ミリメートル、幅一一〇ミリメートル（許容差は、それぞ

れ二ミリメートルとする。） 

3.2 最小限度 長さ一四〇ミリメートル、幅九〇ミリメートル（許容差は、それぞ

れ二ミリメートルとする。）。長さは、幅に二の平方根（近似値一・四）を乗じ

たもの以上でなければならない。 

３の二 小形包装物の大きさの制限は、次のとおりとする。 

３の二.1 最大限度 長さと幅と厚さとを合計して九〇〇ミリメートルとし、一辺

の長さが六〇〇ミリメートルを超えないものとする（許容差は、それぞれ二ミリ

メートルとする。）。巻物については、長さと直径の二倍とを合計して一、〇四〇

ミリメートルとし、長さが九〇〇ミリメートルを超えないものとする（許容差は、

それぞれ二ミリメートルとする。）。 

３の二.2 最小限度 長さ一四八ミリメートル、幅一〇五ミリメートル（許容差は、

それぞれ二ミリメートルとする。）。 

４ （略） 

 

 


